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人の治療・援助・支援に携わる者は、高度な知識・技術とともに、高い倫理性を併せもた

なければならない。これは、その対象者や社会一般の要請でもある。

しかも、この倫理性は、個人の倫理観に委ねられるだけでは不十分である。信頼に足る、

自立した一人前の専門職として、その援助を受ける人々や社会一般から容認されるためには、

専門職能団体として、自分たちの基本理念や指針を掲げる責任を有している。

その責任を果たすため、一般社団法人日本作業療法士協会は、第 21 回総会（昭和 61 年）

において、「一般社団法人日本作業療法士協会倫理綱領」を採択した。

以来 19 年にわたり、この倫理綱領は、作業療法士の倫理性を支える理念・規範として会

員に周知され、作業療法士教育においても、学生にその意味や重要性が説かれてきた。

この間、制度や仕組み・社会情勢が大きく変わる中で、作業療法士の価値観や、拠って立

つ基盤などが多様化しただけでなく、ともすると、専門職としての倫理性が危うくなるよう

な事態が顕れるようにもなった。

こうした状況から、一般社団法人日本作業療法士協会は、倫理綱領を基本理念としつつ、

会員が日常心に留め、行動の指針とするべきことがらをより具体的に示す、職業倫理指針の

作成が急務であるとの強い認識のもとで、この冊子を発刊するに至った。

まず、「一般社団法人日本作業療法士協会倫理綱領」に立ち返り、そこで謳われている基

本理念を確認するために、改めて「倫理綱領」を示し、簡単に解説を加えた。

次いで、「倫理綱領」の項目に関連、あるいは派生して、会員の日常の倫理的な行動指針

となるべきことがらについて、平成 15 年に福利部が答申した倫理規程項目に沿う形で項目

立てをし、「作業療法士の職業倫理指針」としてまとめた。

治療・援助・支援を受ける人々や、社会一般の人々の専門職に対する信頼や安心は、技術

的にも倫理的にも常に高い水準であり続けようとする、その職業に携わる個人・集団あるい

は団体の、日ごろの姿勢・言動を知ることから生まれる。とりわけ、倫理的なことがらに関

しては、個人はもちろんのこと、その集団・団体が十分な自浄力を有しているか否かも、一

つの観点となる。

この冊子が、会員の日ごろの行動指針、あるいは、確認や討議の材料として活用されるこ

とを、そして、相互の自浄力によって、時代の趨勢をも考慮しながら、よりよい冊子に作成

し直されていくことを願うものである。

は じ め に
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昭和 61 年 6 月 12 日

（第 21 回総会時承認）

 1．作業療法士は、人々の健康を守るため、知識と良心を捧げる。

 2．作業療法士は、知識と技術に関して、つねに最高の水準を保つ。

 3．作業療法士は、個人の人権を尊重し、思想、信条、社会的地位等によっ

て個人を差別することをしない。

 4．作業療法士は、職務上知り得た個人の秘密を守る。

 5．作業療法士は、必要な報告と記録の義務を守る。

 6．作業療法士は、他の職種の人々を尊敬し、協力しあう。

 7．作業療法士は、先人の功績を尊び、よき伝統を守る。

 8．作業療法士は、後輩の育成と教育水準の高揚に努める。

 9．作業療法士は、学術的研鑽及び人格の陶冶をめざして相互に律しあう。

10．作業療法士は、公共の福祉に寄与する。

11．作業療法士は、不当な報酬を求めない。

12．作業療法士は、法と人道にそむく行為をしない。

一般社団法人 日本作業療法士協会

倫  理  綱  領
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倫理綱領解説

【一般社団法人日本作業療法士協会倫理綱領解説】

1．作業療法士は、人々の健康を守るため、知識と良心を捧げる

　健康および健康で幸せな生活は、人類共通の願いであり人間の基本的な権利である。作業
療法士は、この人々の願いを理解し実現するために、専門職としての良心を捧げ人々に貢献
する。
　健康の実現には、医療的な側面だけでなく、社会的、経済的、文化的な側面をはじめとす
るさまざまな要因が関与しており、その実現に向けて高度な専門的知識と技術、倫理的な配
慮が必要となる。
　作業療法士は、保健・医療・福祉に携わる専門職としての自覚をもち、人々の健康な生活
を実現するために、自らの人格を高め、高い水準の知識と技術を保ち、良心をもって公共に
奉仕する。

2．作業療法士は、知識と技術に関して、つねに最高の水準を保つ

　作業療法士は、保健・医療・福祉における専門職としての知識と技術を兼ね備えなければ
ならない。それは、作業療法の業務内容に対して、高い倫理性と責任を負うことであり、そ
のために必要な専門的知識と技術を、不断の学習と研修を通して高めなければならない。
　近年の医療や科学の発展は著しく、社会的構造やニーズも複雑さを増してきている。その
社会的な要請に応えるために、知識と技術の更新および自己研鑽を行い、専門職としての質
の向上を図ることは重要な社会的責務である。
　一般社団法人日本作業療法士協会では、会員の質の向上のため生涯学習のガイドラインを
提示し、学習の機会を提供している。作業療法士は、それらの機会を活用するとともに、継
続的かつ多面的な自己学習を行い、自らの知識と技術に関して最高水準を保つよう努める。

3．作業療法士は、個人の人権を尊重し、思想、信条、社会的地位等によって個人を差別す
ることをしない

　作業療法は、心身機能の障害や活動・参加に制限のある（あるいは起こる可能性がある）
人を対象としている。全ての人々は、人間らしく生きていくために必要な、誰からも侵され
ることのない人権という基本的な権利を生まれながらにしてもっている。
　作業療法士は、対象者を「生活者＝生活する主体」として捉え、さまざまな治療・援助・
支援を行うという作業療法の視点に基づき、保健・医療・福祉の各領域で作業療法サービス
を提供している。その際、作業療法士−対象者間の信頼関係は非常に大切であり、お互いの
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人間としての尊厳や価値および自由を認め合うことが必要となる。
　作業療法士は、対象者の思想・信条・出生により決定される社会的身分や後天的な社会的
地位のほか、国籍、人種、民族、性別、年齢、性的指向、宗教、疾病、障害、経済状態、ラ
イフスタイルにより、差別的な言動や不平等な取り扱い、サービス提供の拒否を行ってはな
らない。また、個々の対象者をいたわり尊重すると同時に、対象者がさまざまな問題を有し
困難な状況に陥っていることをつねに認識し、これらを受け止める姿勢をもって個々の特性
やニーズに応じた作業療法サービスを日々提供する。

4．作業療法士は、職務上知り得た個人の秘密を守る

　作業療法では対象者本人やその家族等と連携しながら対象者の評価を行い、結果に基づ
いて治療・援助・支援計画を立案し実施する。作業療法士は、その過程において対象者の
背景因子を十分に考慮する必要があり、結果的に対象者の健康状態、性別、年齢、体力、
ライフスタイル、習慣、生育歴、教育歴、職歴、家族歴、経験、行動様式、性格のほか、
対象者を取り巻く人的環境、物理的環境、社会資源等のさまざまな個人情報を得る機会が
多い。
　職務上知り得た対象者個人の秘密を守ることは、「理学療法士及び作業療法士法」で課さ
れた義務であり、作業療法士−対象者間の信頼関係を保つうえで基本的に重要である。
　対象者の個人情報は、正当な理由がないかぎり他人に漏らしてはならない。これは本会を
退会および作業療法士を辞めた後も同様である。もし、正当な理由なしに外部に漏らした場
合は倫理上非難されることはもちろん、法により罰則が課せられる。

5．作業療法士は、必要な報告と記録の義務を守る

　作業療法士は、専門職として対象者に対して実施した治療・援助・支援内容等について、
事実に基づく適切な記録を残す責任と、医師をはじめ関係者に対して必要な報告を行う責任
がある。同時に、個人的情報が記された記録類の適正な保存に努めなければならない。
　記録は、真摯な態度で責任をもって作成されなければならない。記録は、適正な報酬請求
の根拠であり、対象者・家族に対する説明の資料でもある。また、作業療法の効果を示す根
拠でもある。開示命令、あるいは法廷での審議にも耐えられる適正な記録作成を心がけなけ
ればならない。

6．作業療法士は、他の職種の人々を尊敬し、協力しあう

　作業療法士は医療分野にとどまらず、福祉、教育や保健などの幅広い分野で、さまざまな
サービスを提供している。このため、作業療法士は多くの専門職の人々とチームを組んで仕
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事をすることが不可欠である。これら専門職の人々のもつ専門性や職種の業務内容、法的責
務を理解し、相互に尊重し、協力し合ってリハビリテーションサービスを提供しなければな
らない。このためには、作業療法士としての責務を果たすことが何より求められる。また、
これら専門職の人々と交流することによって相互理解が進み、より緊密な連携をとることが
可能となる。

7．作業療法士は、先人の功績を尊び、よき伝統を守る

　作業療法は人々の健康の維持とその人らしい生き方に向けて、人間の生活を構成する作業
を使用し、生活者としての対象者を治療・援助・支援することから、その起源ははるか紀元
前にさかのぼると言われる。その長い歴史的な経過の中で、専門職としての歩みは 19 世紀
の頃から始まったといわれ、多くの先人たちが作業療法の深さと広さを求め続けてきたので
ある。
　作業療法士は、現在の作業療法がこれら先人の築いてきた成果の上にあることに思いを至
し、そのたゆまぬ努力と業績を理解・尊重し、それを基盤として、時代のニーズに応えるた
めの専門的知識と技術を高めることが大切である。
　この先人の成果と業績および自己研鑽への姿勢は、作業療法士が対象者に関わるときに、
対象者が有する障害や生き方あるいは価値観等の個別性、さまざまな背景因子を理解し治療・
援助・支援することにつながる。

8．作業療法士は、後輩の育成と教育水準の高揚に努める

　作業療法士がそれぞれの現場で果たすべき機能は、臨床、教育、研究、管理運営等の重な
り合うさまざまな領域である。この中で、教育に関わる活動は、作業療法士が人々の健康の
維持とその人らしい生き方に向けての治療・援助・支援の質を高め、社会に対してその使命
を果たすために重要である。
　教育に関わる活動は、作業療法士の養成機関におけるものと臨床現場における教育の二つ
から構成されている。
　本来、作業療法は臨床実践を扱うものであり、さまざまな理論や考えを対象者の治療・援
助・支援の中に具体的に生かすこと、そして実践で得られた成果を理論や考えの中に取り入
れることが大切である。養成機関と臨床現場における教育活動は、その活動内容が有機的な
形で連携し合いながら行われることが、後進の指導を効果的かつ効率的なものとし、作業療
法全体の治療・援助・支援の質を高める。
　そして、これら教育活動を有効かつ高水準にするため、養成機関における人的配置につい
て不正行為を行わない倫理性や、教育に携わる作業療法士の不断の自己研鑽が求められる。
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9．作業療法士は、学術的研鑽及び人格の陶冶をめざして相互に律しあう
 
　保健・医療・福祉技術の高度化、細分化もしくは専門化が進み、その内容が複雑化して
いる。
　作業療法士は自己の専門分野の知識と技術の重要性をよく認識し、充実した生涯学習によ
り学術的知識を習得する必要がある。また、習得した知識や技術を他の作業療法士、特に後
輩に伝えることも大切である。
　臨床の第一線に従事する作業療法士はもちろん、教育・研究職にある者は、つねに誠実さ、
礼節、品性、清潔さ、謙虚さを失わず、対象となる人々あるいはその関係者との間に信頼関
係を築き、専門職としての誇りをもち、作業療法の進歩・発展のために貢献するべきである。
　さらに、作業療法士はさまざまな職種、性格、習慣、思想、文化的背景をもつ人たちを対
象とする職業であるため、これを尊重し、受けとめる姿勢をもって対応するためにも、専門
職としての知識や技術以外の教養を深め、社会的常識を十分培っておく必要がある。

10．作業療法士は、公共の福祉に寄与する

　作業療法士は、人々の心身の健康を保持増進し、障害を予防する責任も担っており、健康
で文化的な生活を享受する権利を擁護することも求められる。
　健康を促進する環境を整備し、自然環境の破壊や社会環境の悪化に関連する問題について
も社会と責任を共有し、解決に努める。そのため、人々と協力し、保健・医療・福祉に関連
する施策の専門職としての提言や政策決定に参画する。
　さらに、人々の生命の安全と健康が守られ、安心して生活できるための制度の確立に参画
し、よりよい社会づくりに貢献するとともに、社会の変化と人々のニーズに対応できる制度
への変革の推進に努める。
　作業療法士の質および社会経済福祉条件を向上させるために、専門職能団体などの組織を
通じて行動する。
　作業療法士は、このような活動を通してよりよい社会づくりに貢献する。

11．作業療法士は、不当な報酬を求めない

　作業療法士の活動範囲は、保健・医療・福祉・教育・研究等多くの領域に広がっており、
その勤務形態・活動形態もさまざまである。しかし、あくまでもその勤務形態・活動形態は、
法的規定や事業所（勤務先）の就業規定等に準拠したものでなければならず、そこで得る報
酬も勤務・活動実態に応じた正当なものでなければならない。
　作業療法の対象者は、診療費等の形でサービスに対する規定代価を支払っている。その対
象者から金品を受け取ったり、対象者に金品を要求したりすることがあってはならない。
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また、そういう土壌を作ることのないよう、戒め合わなければならない。
　作業療法士は、利害関係者から不当な報酬を得てはならない。また、その接待などに応じ
てはならない。作業療法士は、つねに公正な立場を堅持するように努める必要がある。
　一定員数の作業療法士の配置を必要とする施設や事業所等の開設、あるいは維持に関連し
て、名義貸しによる不当な報酬は受けてはならない。名義貸しによって勤務実態の伴わない
報酬を受けることは、法的な罰則の対象である。また、勤務職員の立場にあっても、不当に
高額な報酬を要求することは、厳に慎まなければならない。

12．作業療法士は、法と人道にそむく行為をしない

　私たち作業療法士は、まず一人の社会人としての自覚を高めたい。自分と他者の人権を尊
重することは最も重要なことである。また、同じ社会に生きる人間同士が、互いに幸福な生
活を営むための秩序を守ることは、社会人としての基本的な規範である。そのうえで、人々
の信頼のもとで成り立っている専門職業人に対しては、この規範がより強く求められている
ことをしっかりと認識したい。
　日常、私たちは人として、社会人として、そして専門職業人として、他者の存在を大切な
ものとし、尊敬し、信頼し、感謝する生活を営みたい。同時に、他者から信頼される人間で
ありたい。
　他者の人権を尊重する精神をつねに育み、言動にも表すことを心がけたい。人道に則るこ
と、法を遵守することは、人としての豊かな生活と社会秩序とを守るために欠かせないもの
であり、専門職である作業療法士には一層の自覚と実践が求められているのである。



作業療法士の職業倫理指針
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職業倫理指針

知識 · 技術・実践水準の維持・向上、生涯研鑽、継続的学習、能力増大のための機会追求、専門職と
しての資質向上、専門領域技術の向上・開発

1．生涯研鑽
　近年の医療や科学の発展は著しく、それに伴う社会的構造やニーズも複雑さを増して
きており、作業療法の実践に必要とされる知識・技術もつねに変化・発展を続けている。
そのため、単に経験年数の増加のみでは、正しく根拠に基づいた作業療法を行うことは
不可能である。作業療法士は、専門職としての自己責任に基づき、知識と技術の不断の
更新の必要性を自覚し、生涯にわたり自己研鑽に努めなければならない。

2．継続的学習
　作業療法士は、保健・医療・福祉における専門職としての知識と技術を兼ね備えてお
かなければならない。そのため、社団法人日本作業療法士協会では、会員の質の向上の
ため生涯学習のガイドラインを提示し、継続的な学習の機会を提供している。作業療法
士は、それらの機会を有効に活用するとともに、書物、視聴覚資料の利用、学会、講演
会、研修会への参加や実体験を行う等、自らの知識と技術および実践に関する水準の維
持・向上に努めなければならない。

3．能力増大のための機会追求
　作業療法士は、保健・医療・福祉における専門職として、自らの能力拡大のための機
会をつねに追求しなければならない。その機会は、社団法人日本作業療法士協会や都道
府県の作業療法士会が主催する学会・研修会だけでなく、他の専門職団体が主催する学
会・研修会や書物、視聴覚資料、インターネットの利用等を自覚的に開発および追求す
ることが必要となる。

4．専門職としての資質向上
　作業療法士は、保健・医療・福祉における専門職として、専門的な知識と技術を不断
に高めるだけでなく、専門職としての資質向上のために努力する必要がある。作業療法
は、対象者との相互的な信頼に基づき実施される協同作業であることを自覚し、対象者
の信頼と協力を得るために努めなければならない。そのためには、専門的な知識と技術
をもつだけでなく、人間的な魅力を兼ね備えなければならない。人間的な魅力は、誠実さ、
良心性等の人格的な資質と、社会的常識、およびそれらに支えられた豊かな教養により
醸成される。
　作業療法士は、そのことを自覚し、専門職としてだけでなく、人間的な資質の向上に
も努めなければならない。

5．専門領域技術の向上・開発
作業療法士は、自らが行った実践や研究をつねに吟味し検証し直すとともに、そこで得

第 1項　　自己研鑽
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職業倫理指針

対象者利益のための最善努力、業務遂行上の最善努力

健康維持のための知識と良心、最も良いサービスの保証、ニーズと結果に基づいた治療の終了、マー
ケティングと宣伝の真実性

1．対象者利益のための最善努力
　作業療法士は、保健・医療・福祉の専門職として対象者の利益のために最善の努力を
払う。作業療法士は、作業療法が人々のニーズを可能なかぎり実現するために、その対
象者との相互的な信頼に基づき実施される協同作業であることを自覚し、自分の知識・
技術・情熱を最大限活用するよう最善の努力を払う。

2．業務遂行上の最善努力
　作業療法士は、保健・医療・福祉の専門職として作業療法の業務遂行にあたり最善の
努力を払う。作業療法士は、専門職としての誇りをもち、作業療法業務の遂行に当たって、
対象者、家族、医師その他の関係職種、雇用者を含めた人々の信頼に応えるため、十分
な注意義務を怠ることなく、責任をもって、自分の知識・技術・情熱を最大限活用する
よう最善の努力を払う。

1．健康維持のための知識と良心
　作業療法士は、対象となる人々の健康を維持・増進するために、地域の自然環境や社
会環境に関する知識を得て、それらが破壊もしくは悪化する問題に対して、社会ととも
にその解決に努める。生活習慣に起因する身体面やストレス等による精神面のバランス
が崩れることによって生じる疾病を予防するため、健康情報を収集して必要とする人々
に提供する。
　また、誠実に対象者の健康を支援する作業療法士は、自らの心身のストレスに対して
適切なバランスを保つよう努める。

2．最も良いサービスの保証
　作業療法士は、質の高いサービスが提供できるよう、つねにその資質の維持・向上に努
め、対象者の個人生活や社会生活の諸機能の再獲得を支援するという使命を担っている。

られた知識や知見をもとに、さらなる専門的な知識や技術を向上させ、新たな専門的知
識や技術の開発に努める必要がある。さらにそれらは、集約され、学会や一般社団法人
日本作業療法士協会の機関誌などを通して同僚、後輩などに伝達され、作業療法の発展
と作業療法学の構築に貢献することが期待される。　

第 2項　　業務上の最善努力義務（基本姿勢）

第 3項　　誠実（良心）
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職業倫理指針

対象者の背景にある間題を十分把握し、専門的評価による問題点を分析して、ニーズに
沿った治療・援助・支援計画を立て、具体的説明と理解のもとに最も質の高いサービス
を実践していく。この際、当事者に関係する人々とも認識のずれが生じないよう調整に
努める。

3．ニーズと結果に基づいた治療・援助・支援の終了
　治療・援助・支援計画に従って適切な作業療法を実施し、適宜、再評価と治療・援助・
支援方法の修正、変更を加えながら目標の達成度を判定する。達成度はそのつど医師は
じめ他職種に報告するとともに、その後の治療・援助・支援の必要性の有無について検
討する。ニーズに基づいた目標が達成されたと判断された場合、対象者とその関係者に
その旨を十分説明し治療・援助・支援を終了する。
　そのとき、今後の生活に向けた環境の調整や社会資源の活用方法について、十分な説
明とアドバイスをする。

4．マーケティングと宣伝の真実性
　作業療法士は、作業療法を必要としている人々に対し、その恩恵を享受することができ
るよう、その役割や効果について説明し、理解が得られるよう努力しなければならない。
そのとき、法に定められた職責や役割を超えて、虚偽もしくは誇大な説明により対象者を
誘導してはならない。過大な自己宣伝や治療効果の誇示により関係者を誘導する行為は、
作業療法士の品位を著しく傷つけるものであることを自覚しておかなければならない。
　最近では情報開示の観点から、情報提供の拡大に努める必要性が主張されるようにな
り、病院や治療部門の広告は規制緩和の方向にあるが、自己利益に陥ることのないよう
節度ある態度が求められる。

個人の人権尊重、思想・信条・社会的地位による差別の禁止、業務遂行における人権尊重、セクシャ
ルハラスメント・パワーハラスメントの防止

1．人格の尊重
　作業療法は、心身機能の障害や活動・参加の制限のある（あるいは起こる可能性がある）
あらゆる人々を対象としている。円滑な作業療法サービスを対象者に提供するためには、
作業療法士−対象者間の信頼関係を早期から確立することが大切である。お互いが人間と
しての価値を認め合い、対等な立場であることを認識できるよう努力しなければならない。

2．人権の尊重
　人権とは、すべての人が生まれながらにしてもっている人間らしく生きていくために
必要な、誰からも侵されることのない基本的な権利のことであり、日本国憲法（第 13 条、
第 25 条）でも保障されている。

第 4項　　人権尊重・差別の禁止
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職業倫理指針

　社団法人日本作業療法士協会では、倫理綱領（昭和 61 年）の中で「作業療法士は、
個人の人権を尊重し、思想、信条、社会的地位等によって個人を差別することをしない。」
としている。作業療法士は、対象者の思想、信条、出生により決定される社会的身分や
後天的な社会的地位のほか、国籍、人種、民族、性別、年齢、性的指向、宗教、疾病、
障害、経済状態、ライフスタイルにより、差別的な言動や行動、不平等・不利益な対応、
サービス提供の拒否を行ってはならない。日常生活の中で人権尊重の意識がより高めら
れるよう、地域や家庭においてもさまざまな人権問題に対する理解と認識を深める努力
が必要である。

3．セクシャルハラスメント・パワーハラスメントの防止
（１）　対象者に対するセクシャルハラスメントの防止
　作業療法士と対象者は対等な関係であるべきであるが、ともすれば作業療法士は、自
分が優位な立場であるような錯覚に陥りかねない。作業療法士は、対象者の日常生活の
あらゆる場面に立ち会う機会をもつ。それは当然の権利や資格ではなく、対象者からの
信頼によって特別に許容していただいているのだという認識をもたなければならない。
作業療法士の立場を悪用してのセクシャルハラスメントは、対象者の人権を無視した卑
劣な行為であり、対象者からの信頼を裏切る行為である。十分な気遣いのもとで言葉を
使い、行動しなければならない。

（２）　教育現場でのセクシャルハラスメント・パワーハラスメントの防止
　学校教育、臨床教育現場での学生へのセクシャルハラスメントやパワーハラスメント
は、教育関係者からの、教育課程にある者に対する行為であるだけに社会的問題が大き
い。暴言・暴力・差別はもちろんのこと、必要以上の長時間の拘束、深夜に及ぶ拘束、
性的関係等々を厳しく戒めなければならない。
　学生は、自分を弱い立場と決めつけず、客観的に考えて不当な扱いを受けたと思える
ことがあったら、信頼できる関係者にためらわず相談するべきである。また、学校教育
者や臨床実習指導者は、学生がいつでも安心して相談できる受け入れ態勢を作っておか
なければならない。

（３）　同僚等に対するセクシャルハラスメント・パワーハラスメントの防止
　同僚、なかでも目下の者への、自分の優位な立場を誇示したセクシャルハラスメント
やパワーハラスメントは、下劣な行為として戒められなければならない。
　また、そのような行為を受け入れたり諦めたりする雰囲気を一掃するよう努めること
と、発生する土壌を作らないよう努めることが重要である。

専門的業務の及ぼす結果への責任、対象者の人権擁護、自らの決定・行動への責任

1．専門職としての作業療法士
　作業療法の法制化（昭和 40 年）にともない、専門職としての作業療法士が誕生した。
超高齢社会の到来とともに医療の高度化・専門化が進み、作業療法を取り巻く情勢はめ

第 5項　　専門職上の責任
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まぐるしく変化している。作業療法ガイドライン (2002 年度版）を参考に、その業務に
ついて振り返り「専門職としての作業療法士」を再認識しなければならない。

2．専門職上の責任
　作業療法士は社会に貢献する専門職であり、社会規範や規律を遵守し業務を行うこと
が重要である。その業務の遂行に際しては、対象者の基本的人権をはじめ、自己の作業
療法状況について知る権利、自己決定の権利を尊重し、それらの権利を擁護する。個人的、
組織的および政治的な目的のために業務を遂行しない。
　また、専門職としての知識や技術の習得・研鑽に励み、他職種との緊密な連携を保ち
円滑で効果的な作業療法サービスを対象者に提供する。併せて自己能力の範囲内で責任
をもって業務を行うこととする。

実践水準の高揚、専門職としての知識・技術水準保持、不断の学習と継続的な研修

事故防止への万全の配慮、事故発生時の報告・連絡、対象者・家族への事情説明

1．専門職としての知識・技術保持
　作業療法士は、保健・医療・福祉における専門職としての知識と技術をつねに保持・
更新させなければならない。作業療法を取り巻く知識や技術の進歩は著しいものがある。
その進歩を対象者の利益として還元するためには、知識と技術の更新および自己研鑽に
より、自らの専門職としての質の向上を図ることは重要な社会的責務である。

2．不断の学習と継続的な研修
　作業療法士は、保健・医療・福祉における専門職としての知識と技術を保持・更新す
るために、学習と研修に努めなければならない。一般社団法人日本作業療法士協会では、
会員の質の向上のため生涯学習のガイドラインを提示し、学習の機会を提供している。
作業療法士は、それらの機会を活用するとともに、書物、視聴覚資料の利用、学会、講
演会、研修会への参加や実体験を行う等、継続的で多面的な自己学習を行い、自らの知
識と技術に関して最高水準を保つよう努めなければならない。

1．リスクマネジメント
　作業療法士が業務を行う現場において、その安全性を保つことが第一義的に考慮され
なければならない。しかしながら、人間である作業療法士は、安全性に配慮することを
当然としながらも、ミスを犯すものであることをも十分意識する必要がある。
　このため、業務を実施する個人が安全への配慮を十分に行うとともに、作業療法の部

第 6項　　実践水準の維持

第 7項　　安全性への配慮・事故防止

職業倫理指針
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門として、そして病院・施設等全体として、事故を未然に防止するための体制を整備し、
システムとして組織的に取り組むことが求められる。
　リスクマネジメントに対する取り組みは、予防可能な事故を減少させることと、万一
事故が発生したときに迅速かつ適切な対応が組織的に可能な体制を整備し、医療紛争に
発展する可能性を減少させ、必要なコストを抑制することを可能とし、これらを通して
作業療法の治療・援助・支援の質を高めることを目指す。

2．インシデント・アクシデントの報告および分析
　リスクマネジメントに対する取り組みを有効に機能させるには、インシデントやアク
シデントに関する情報の報告とその報告に基づく原因の分析を、病院・施設等全体とし
て日常的かつ組織的に行うことが大切である。
　また、インシデントやアクシデントに関する情報を、リスクマネジメントの中で適正
なものとして扱うためには、これらの情報を安心して報告・共有することが可能となる
ような環境を整備する必要があり、このためには、情報の収集および分析を第三者的視
点で行い得るようなシステムが不可欠である。

3．事故防止マニュアルの作成
　リスクマネジメントに対する取り組みを具体化するものとして、事故防止マニュアル
の作成が不可欠である。本マニュアルには、「厚生労働省リスクマネジメントスタンダー
ドマニュアル作成委員会」が提示している、以下のような内容を含む必要がある。
　a）医療事故防止のための施設内体制の整備
　b）医療事故防止対策委員会の設置および所掌事務
　c）ヒヤリ・ハット事例の報告体制
　d）事故報告体制
　e）医療事故発生時の対応
　f）その他、医療事故防止に関する事項
　このようなマニュアル作成の過程と日常的な活動を通して、リスクマネジメントに関
する職員一人一人の意識の高揚・維持に努力することが求められる。

4．事故発生に対する対応
　万一事故が発生したときには、上述した事故防止マニュアルで定められたように、事
故そのものに関する報告・対処を適切に行うとともに、経過の記録・報告、対象者や家
族に対する説明等を、率直かつ真摯に行うべきである。
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職務上知り得た個人の秘密守秘、対象者の秘密保護の責任、プライバシーの権利保護

1．義務としての秘密保持
　作業療法士は、その職務を遂行する過程で対象者のさまざまな個人情報を得る。
　一般社団法人日本作業療法士協会は倫理綱領（昭和 61 年）の中で「作業療法士は、
職務上知り得た個人の秘密を守る。」との原則を掲げている。また、理学療法士及び作
業療法士法第 16 条（秘密を守る義務）では、「理学療法士又は作業療法士は、正当な理
由がある場合を除き、その業務上知り得た人の秘密を他に漏らしてはならない。理学療
法士又は作業療法士でなくなった後においても、同様とする。」と規定されている。
　もし、作業療法士が正当な理由なしに業務上知り得た人の秘密を漏らした場合は、法第
21 条第 1 号の規定により、3 万円以下の罰金に処せられる。（ただし、秘密漏洩による被
害者や法定代理人が告訴をしないかぎりは、罪に問われることはない（法第 21 条第 2 号））。
なお、その秘密を漏らした作業療法士が、免許の取り消しを受け、または施行令第 4 条第
1 項の規定による登録の抹消を受けたことにより作業療法士でなくなったときも、秘密を
漏らしてから 3 年を経過して公訴時効が成立しないかぎりは、被害者または法定代理人の
告訴によって罪に問われることがあるものとされている（法第 16 条後段）。

2．個人情報と個人の秘密
　個人情報とは、ある個人を特定できる一切の識別情報のことをいう。
具体的には、①氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、本籍地や出身地など基本的事
項に関する情報、②夫婦、親子、兄弟姉妹、婚姻歴など家庭状況に関する情報、③収入、
資産、納税など資産や経済に関する情報、④学業・学歴、職業・職歴、犯罪歴など経歴
や身分に関する情報、⑤病歴、病名、障害、病状などの心身の状況に関する情報、⑥支
持政党、宗教などの思想や信条に関する情報等が挙げられる。個人情報保護法第 3 条は、

「個人情報は、個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものであることに
かんがみ、その適正な取扱いが図られなければならない。」と基本理念を謳っているこ
とから、個人情報の取得・管理は慎重・適正に取り扱うよう心がけたい。
　個人の秘密とは、一般に知られていない事実であって、対象者自身が他人に知られた
くないことをいう。また、その事実を公表することで客観的に本人が相当の不利益を蒙
ると認められることで、内容の如何は問わない。個人の秘密が漏洩すると、重大な人権
侵害に発展する可能性が高いため、更なる配慮が必要である。

3．情報漏洩の防止
　個人の秘密は、対象者の承諾なしに外部に漏らしてはならない。作業療法士は、個人
の秘密を不当に侵害しないようにあらゆる努力を払う。たとえば、記録を机の上に置い
たままにしない、待合室やエレベーター等で対象者の個人情報をむやみに話さない、と
いった現実的な配慮も忘れない。また、作業療法実施に直接関係のない情報をなるべく
もたないようにすることも不用意な情報漏洩を防止する一案となる。

第 8項　　守秘義務
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職業倫理指針

報告と記録の義務、治療経過の報告義務、記録の保存義務

1．報告と記録の義務
　治療・援助・支援の実態に基づいた正確な記録が、適正な診療報酬や利用料請求等の
条件である。作業療法士は、対象者に対して治療・援助・支援を行った場合、担当者名、
実施時間、その内容等々を正確に記録しなければならない。また、対象者に対する評価
の内容や結果、作業療法経過等について、医師、その他関係者へ定期的に、変化があっ
た場合には速やかに、口頭あるいは文書で報告をしなければならない。
　適切な内容の報告・記録は、専門職としての責任ある仕事の証である。また、正確な
記録は作業療法の効果を検証する根拠として重要である。同時に、インフォームド・コ
ンセントを受ける際の資料として欠かせない。

2．記録の保存義務
　診療録は診療完結の日から 5 年間（医師法第 24 条等）、診療に関する諸記録（病院日誌・
各科診療日誌・処方箋・検査所見記録等々）は 2 年間（医師法施行規則第 20 条第 10 項）
等々、個人情報が盛り込まれた書類の保存期間がその種類に応じて規定されている。作
業療法に関するものもそれらの規定に準ずるものと考えられ、適切な管理・保存を行わ
なければならない。多くの医療機関では、法定保存期間にかかわらず、診療録および診
療関係書類をかなり長期間にわたって管理・保存している。作業療法関係の書類につい
ても、再来の可能性がある対象者のものはもちろんのこと、他の書類も法定保存期間に
かかわりなく、長く保存しておく心積もりでいることが望まれる。

第 9項　　記録の整備・保守

他職種への尊敬・協力、他専門職の権利・技術の尊重と連携、他専門職への委託連携、他専門職への
委託・協力依頼、関連職との綿密な連携

1．他職種への尊敬・協力
　作業療法士の職域は拡大しており、保健・医療・福祉および教育の分野にまで広がっ
ている。対象者のニーズも多様化しており、このニーズに応えるためにも、多職種が参
加するリハビリテーションサービスでは、職能間の情報の共有を基にしたチームの協力
が重要である。
　作業療法士は、他の専門職が担っている役割の重要性を認識し、他職種を尊敬し、協
力する姿勢をもたなければならない。

2．他専門職の権利・技術の尊重と連携
　それぞれの専門職には、付与された権利・権限があり、また、その職種にしかできな
い技術を有している。作業療法士は、治療・援助・支援の過程における独善的な判断・

第 10項　　職能間の協調
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行動を戒め、適切な委託・協力を他職種に求めるべきである。他職種の権利・権限、技
術を尊重し、連携することが重要な職業規範である。

3．関連職との綿密な連携
　作業療法士は、医学的な側面のみでなく、対象者を取り巻く環境やその中で暮らして
いる人の生活を支援する職種である。そのため、関連する職種・関係者との幅広い連携
が欠かせない。医師、歯科医師、看護師、保健師、理学療法士、言語聴覚士、義肢装具
士、介護福祉士、社会福祉士、ホームヘルパー等々のほか、行政職との連携も重要である。
これらの人々と広範なネットワークを築くことで、リハビリテーションサービスをより
実効性のあるものにすることができる。また、職能間の交流を通して相互に信頼関係を
築くことが重要である。

職業倫理指針

後輩育成・教育水準の高揚、教育水準の設定・実施、臨床教育への協力

1．後輩の育成
　作業療法士は、人間の日常生活を構成する作業を治療・援助・支援のために用い、生
活者としての対象者を支援する。
　作業療法士が自らの後輩を教育し育てるのは、作業療法士が全体としてその治療・援
助・支援の力を高め・維持し、対象者に関わる作業療法を通して、広く人々に対してそ
の人らしい生き方と健康維持に向けて貢献するためである。

2．後輩育成の形態
　作業療法士の後輩を育成する形態としては、作業療法士養成学校の学内教育を基盤と
して、養成学校のカリキュラムに基づく臨床教育、作業療法士としての臨床業務を通し
ての後輩指導等がある。
　これらさまざまな形態の中で行われる後輩育成のための教育活動は、別々のものとし
て行われるのではなく、卒前教育、卒後教育として一貫した体系の中で実施される必要
がある。特に、養成学校における学内教育から臨床業務への移行段階としての臨床教育
は重要であり、養成学校と臨床教育を担う臨床現場が、後輩である学生一人一人を育て
るという点で率直かつ対等な関係性を保ち、有機的な連携の中で実施するよう努めなけ
ればならない。

3．変化に対応する教育活動の実施
　作業療法士を育成するために準備される教育内容は、変動する社会や保健・医療・福
祉の分野における変化に対応したものでなければならない。
　このためには、作業療法士は自らの教育現場や臨床現場だけではなく、さまざまな分
野に対して、より高く広い観点から目を向ける必要がある。そのうえで、後輩育成のた

第 11項　　教育（後輩育成）
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職業倫理指針

めの基本的な姿勢とカリキュラム等の具体的内容について何が必要かを、つねに点検・
更新・実施することが求められる。

4．教育水準の高揚・維持のための環境整備
　後輩育成のための教育水準をより高め、維持するためには、養成学校におけるさまざ
まな機材等を十分に具備することはもちろんのこと、勤務実態を伴う、学生数に見合う
十分な臨床経験と資質をもつ教職員を必要数確保しなければならない。
　また、より高い教育水準を目指しこれを維持するため、養成学校の教職員および臨床
教育や臨床現場での後輩育成に関わる作業療法士は、教育・指導方法についての自己研
鑽に努めるべきである。

不当報酬請求の禁止、適正料金、違法料金徴収の禁止

1．不当報酬収受の当事者にならない
　労働（肉体的、知的）に対して報酬が発生する場合、勤務者・起業者を問わず、その
労働・活動形態と活動内容とが法や事業所の就業規程などに照らして正当なものであり、
発生する報酬も労働・活動実態に応じた正当なものであることが求められる。
　正当な契約による労働の対価としての報酬以外、作業療法士は、収受の当事者となら
ないよう気をつけなければならない。どういう形・種類のものであれ、報酬は、労働の
実態（内容、能力・実績）や支払い者の支払い能力、法的妥当性等、総合的な勘案のう
えで成立するものであることを認識しなければならない。自分が受け取る報酬が不当な
ものでないか、つねに自分に問う習慣が大切である。

2．対象者からの礼金等の収受の自重
　作業療法の対象者は、診療費や利用料等の形で、受けたサービスに対する規定代価を
支払っている。その対象者から金品等を当然のこととして受け取ることは慎まなければ
ならない。また、対象者に金品を要求することがあってはならない。
　常日頃から、そういう土壌を作ることのないよう、互いに戒め合うことが大切である。
対象者が余計な気遣いをせず、安心してサービスを享受できる環境と信頼関係作りを心
がけるべきである。

3．利害関係者からの贈与・接待を受けない
　作業療法部門の設備備品・物品等の購入、あるいは委託研究などに関係して、利害関
係者から金品の贈与、あるいは接待等を受けてはならない。備品購入等は、その必要度・
重要度、事業所（支払い者）の予算等の諸条件を勘案して決定されるべきものであり、
作業療法士は、公正な立場を堅持しなければならない。また、委託研究等においては、
その研究の学術的な意味や必要性の大きさ等の条件がそろうだけでなく、その方法に倫

第 12項　　報酬
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理性・正当性があり、結果に偽りがなく妥当性がある等々の要件が求められる。こうし
た研究において、その正当性が疑われかねない贈与・接待等は避けなければならない。

4．名義貸しによる不当報酬収受の防止
　一定員数の作業療法士の配置を必要とする施設や事業所、養成学校等の開設・維持に
関連して、名義貸しによる勤務実態の伴わない不当な報酬を受けてはならない。

5．勤務先における不当報酬要求の防止
　勤務先における報酬額等は、作業療法士と雇用主との契約であり、両者が十分納得で
きる妥当なものであれば問題は生じにくい。
　作業療法士側からの不当な高額報酬（待遇）要求に関する問題が生じる可能性が大き
いのは、前述した、一定員数の作業療法士の配置を必要とする施設や事業所、養成学校
等においてであろう。
　一定員数の確保に必要であるという立場を盾に、いわば雇用主の弱みにつけ込むかの
ごとき不当要求は、厳しく戒めなければならない。こうした行為は当事者一個人の良識・
良心が問われるだけでなく、作業療法士という職業もしくはその集団、あるいは団体の
品位を問われることにもつながっていることを肝に銘じ、厳に慎むべきである。

職業倫理指針

研究方法に関すること（被験者に対する配慮）、著作権に対する配慮

　作業療法士は研究や実践を通して、専門的知識や技術の進歩と開発に努め、作業療法
学の発展に寄与しなければならない。

1．研究方法に関すること（被験者に対する配慮）
　作業療法士は人を対象とする臨床研究をする際、その対象となる人（被験者）に対し
て研究の目的、方法（期間、頻度等を含む）、予想される効果、危険性、およびそれが
もたらすかもしれない不快さ等について十分な説明をし、強要することなく、自由な意
志が尊重される環境の中で同意を得てからでなければ行ってはならない。このとき可能
であれば文書による同意を得るべきである。未成年者等本人の同意と十分な説明の理解
が得られないような対象者に対しては、保護者あるいは代諾者の同意がなければならな
い。また、研究の期間中であっても、本人の希望によりこれを辞退することができるよ
うにしなければならない。
　被験者のプライバシーに対して、一切の個人情報が漏洩することのないよう十分に配
慮する。被験者および代諾者から研究結果に対する情報開示が求められた場合は、これ
に応じなければならない。

第 13項　　研究倫理
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2．著作権に対する配慮
　研究にあたって多くの関連文献を検索し、当該研究に資するものを十分に精読したう
えで研究に着手しなければならない。引用文献、資料等は投稿規定に基づいて出典を明
記する等、研究のオリジナリティや著作権に対し配慮をしなければならない。

　厚生労働省は、被験者の個人の尊厳および人権を尊重しつつ臨床研究の適正な推進を
図るために、平成 15 年 7 月、「臨床研究に関する倫理指針」を関係機関に通達した。臨
床研究の定義を「医療における疾病の予防方法、診断方法及び治療方法の改善、疾病原
因及び病態の理解並びに患者の生活の質の向上を目的として実施される医学系研究で
あって、人を対象とするもの（個人を特定できる人由来の材料及びデータに関する研究
を含む。）」としている。その医学系研究にはリハビリテーション学も挙げられており、
作業療法も含まれている。
　この「臨床研究に関する倫理指針」は、社団法人日本作業療法士協会を通じて都道府
県作業療法士会および養成学校に届けられてある。規定を十分理解したうえで細心の倫
理的注意を払い、適正な臨床研究を実施するよう努めなければならない。

職業倫理指針

評価・サービスに先駆げてのインフォームド・コンセント、対象者・家族への評価・目的 • 内容の説明

1．評価・サービスに先駆けてのインフォームド・コンセント
　作業療法の評価、作業療法の治療・援助・支援に際しては、その目的・方法（内容）等々
を対象者・家族にわかりやすく説明し、十分な理解を得たうえで協力への同意を得なけ
ればならない。その際、説明は口頭および文書で実施し、同意も文書で取る。
　また、治療・援助・支援の過程においても、対象者・家族に対してわかりやすい適切
な説明を繰り返し、協力を得るよう努めなければならない。

2．臨床研究に際してのインフォームド・コンセント
　厚生労働省から通達された「臨床研究に関する倫理指針」の第 4 章では、インフォー
ムド・コンセントを受ける手続きについて、次のような項目が挙げられている。

（1）被験者からインフォームド・コンセントを受ける手続
①研究者等は、臨床研究を実施する場合には、被験者に対し、当該臨床研究の目的、
方法及び資金源、起こり得る利害の衝突、研究者等の関連組織との関わり、当該臨床
研究に参加することにより期待される利益及び起こり得る危険、必然的に伴う不快な
状態、当該臨床研究終了後の対応、臨床研究に伴う補償の有無その他必要な事項につ
いて十分な説明を行わなければならない。
②研究者等は、被験者が経済上又は医学上の理由等により不利な立場にある場合には、
特に当該被験者の自由意思の確保に十分配慮しなければならない。
③研究者等は、被験者が①の規定により説明した内容を理解したことを確認した上で、

第 14項　　インフォームド・コンセント
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自由意思によるインフォームド・コンセントを文書で受けなければならない。
④研究者等は、被験者に対し、当該被験者が与えたインフォームド・コンセントにつ
いて、いつでも不利益を受けることなく撤回する権利を有することを説明しなければ
ならない。

（2）代諾者等からインフォームド・コンセントを受ける手続
①研究者等は、被験者からインフォームド・コンセントを受けることが困難な場合に
は、当該被験者について臨床研究を実施することが必要不可欠であることについて、
倫理審査委員会の承認を得て、臨床研究機関の長の許可を受けたときに限り、代諾者
等（当該被験者の法定代理人等被験者の意思及び利益を代弁できると考えられる者を
いう。）からインフォームド・コンセントを受けることができる。
②研究者等は、未成年者その他の行為能力がないとみられる被験者が臨床研究への参
加についての決定を理解できる場合には、代諾者等からインフォームド・コンセント
を受けるとともに、当該被験者の理解を得なければならない。

職業倫理指針

法と人道にそむく行為の禁止、関連法規の理解と遵守

1．一社会人としての法の遵守
　作業療法士は、専門職業人であると同時に一人の社会人である。同じ社会に生きる人
間同士が、互いに人権を尊重し、幸福な生活を守るためにも、法を遵守することは最低
限の社会規範である。
　当然のことながら、私たちは他者の命・健康・財産・名誉等を傷つけたり奪ったりし
てはならない。傷害、恐喝、窃盗、詐欺、贈収賄等々の犯罪行為は、法によって罰せら
れるだけではなく、作業療法士は人々からの信頼で成り立つ専門職であることから、一
般人の場合よりも、より重大な反社会的問題として扱われ、大きな社会的制裁を受ける
ことを認識しなければならない。
　日常的なことでいえば、交通マナー違反、とりわけ、飲酒・酒気帯び運転、およびそれ
に惹起された事故、あるいは轢き逃げ等に至っては申し開きのできない重大な犯罪である。
　平成 17 年 4 月、個人情報の保護に関する法律が施行された。この法律は、高度情報
通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることから、個人情報の適切
な取り扱いに関して、国や地方公共団体の責務、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべ
き義務等を定め、個人の権利利益を保護することを目的としている（第 1 章総則第 1 条
より）。「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、氏名、生年月日その他
の記述によって特定の個人を識別することができるものをいう（第 1 章総則第 2 条より）。
個人的な情報、とりわけプライバシーに関することがらについては、慎重に取り扱われ
るべきものであることを、一社会人としても認識しておかなければならない。

第 15項　　法の遵守
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職業倫理指針

会員情報の漏洩、協会ホームページの運用

1．会員情報の漏洩
　会員の個人情報は、個人の人格尊重の理念の下に慎重かつ適正に取り扱われなければ
ならない。個人データは正確性を確保し、その安全管理のために必要かつ適切な措置を

第 16項　　情報の管理

2．作業療法士としての法の遵守
（1）対象者の秘密を守る
　「理学療法士及び作業療法士法（昭和 40 年、法律第 137 号）」第 4 章第 16 条には秘密
を守る義務が明記されている。作業療法士は、対象者の情報を正当な理由がある場合を
除き、決して他に漏らしてはならない。作業療法士でなくなった後においても、それは
守らなければならない。秘密がかたく守られるという対象者あるいは社会からの信頼感
が崩れた場合には、一作業療法士の信頼が失われるだけでなく、作業療法士という職業
そのものの信頼が失われてしまうことになる。

（2）個人情報の漏洩がないよう注意する
　個人情報の保護に関する法律が制定されたことにより、カルテ（電子カルテを含む）
その他の個人情報が記載された書類の取り扱いなどに、一層厳しい注意義務が課せられ
るようになった。カルテその他の個人情報が盛り込まれた書類を人目につきやすい場所
に置かないことはもちろん、名前とその他の情報が同時に読み取れないように書式を工
夫すること等が必要である。電子カルテの取り扱いに関しては、管理システムを厳重に
作らなければならない。また、対象者と面接する際には、話の内容が不用意に他者に聞
こえないよう配慮する必要がある。

（3）免許の取り消し、名称の使用停止について
　「理学療法士及び作業療法士法」第 1 章第 4 条第 2 号には、欠格条項のひとつとして、

「作業療法士の業務に関し犯罪又は不正の行為があった者」が挙げられており、これに
該当するときは、作業療法士免許の取り消し、または期間を定めて作業療法士の名称の
使用停止が命ぜられる（第 1 章第 7 条）。
　作業療法士は国家資格を取得した瞬間から専門職業人として公的存在になるのだとい
う自覚をもたなければならない。その立場を悪用した犯罪や不正行為は断じてあっては
ならない。また、業務に関する犯罪や不正に巻き込まれないよう、つねに自分を律しな
ければならない。

（4）診療報酬・介護報酬等の不正請求をしない、不正に加担しない
　診療報酬請求の要件としては、診療の実態どおりに記載された記録、それに基づいた
正確な会計伝票、勤務実態を確認できる書類などが整備されていることが必要である。
また、介護保険法下における報酬請求も同様である。実態の伴わない請求、水増し請求
等の不正請求は断じてやってはならない。また、不正請求に加担してはならない。気づ
いたときには毅然とした態度で臨まなければならない。
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講じるべきであり、第三者への情報の漏洩に対しては細心の注意を払う必要がある。ま
た本人からの求めがあれば、開示、訂正等を行わなければならない。

2．協会ホームページの運用
　作業療法士は保健・医療・福祉に関わる専門職として、雑誌、ホームページ等のメディア
を通じて専門的な情報を提供することは、社会的に重要な活動である。作業療法に関心
をもつ人々のみならず、作業療法士を目指す学生や会員に対してつねに最新の情報を配
信するべく、協会ホームページの更新等その適切な運用に努めるべきである。

3．不適切用語使用の禁止
　作業療法士は、対象者の国籍、民族、宗教、文化、思想、信条、門地、社会的地位、性
別および障害の如何を問わず、人権擁護の立場から、差別や誤解を招くような不適切用語
をいかなる場合においても使用してはならない。不適切な用語を使用することは、個人の
品位を低下させるだけでなく、これまで築きあげた信頼関係を壊すことにもつながる。

職業倫理指針






